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1.は じ め に

今日にいたるまで国際貿易の理論的研究において中心的役割を果 してきたの

は,ヘ クシャー・オリーンモデルと呼ばれる二生産要素を仮定 した場合の二部門分

析であった。 このモデルか ら演繹される要素賦存比率命題,要 素価格均等化命

題,ス トルパー ・サ ミュェルソン定理,リ プチンスキー定理等の基本的命題は,

標準的な国際経済学の教科書の含むべ き内容とされている。1970年 代以降の国

際貿易理論における一つの支配的な研究計画(researchproject)は,ヘ クシャ

ー ・オリーンモデルの諸仮定を緩めた場合に基本的諸命題は成立するか否かを

検討することであったD。 財または生産要素の数の増えた場合,中 間財の存在

する場合,生 産要素市場に歪みのある場合,不 完全競争の場合,生 産過程に不

確実性の存在する場合,等 々において基本命題は修正されるかどうかが詳細に

検討されて来た。このような研究態度がかなり広範な国際貿易の理論家によっ

て共有されて来たことは,最 近出版された大部(629頁)の 国際貿易理論研究の

サーヴェイ[JonesandKenen(1984)]の 中にも十分読み取れる。

この小論の目的は,上 に述べたような国際貿易の理論的研究の一っの流れに

沿 う形で,最 低賃金(す なわち賃金の下方硬直性)の 存在する場合の二部門モ

デルの性質について考察することである。本稿の背後にある基本的な問題意識
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は,不 完全雇用の問題を扱い得る二部門モデル構築の必要性という点にある。

従来,国 際経済学では,不 完全雇用の問題は所得分析の守備範囲という暗黙の

了解があったように思われる。 しか しなが ら,所 得分析では,財 ・サーヴィス

は集計された数量として扱われるため,労 働の部門間移動の過程で生ずる失業

の側面は捨象されて来た。今日のように各国経済の相互依存関係が貿易を通 じ

て強まり,失 業の問題が貿易政策の根拠 となりうる現状を鑑みる時,生 産要素

の部門間移動を明示的に扱 う貿易モデルの中で失業問題を考えることは重要で

あろう。

ヘクシャー ・オリーンモデルに最低賃金を導入する試みとしては,こ れまで

少な くとも二つの大 きな方向があった。一つは,HarrisandTodarQ(1970)

によって考案された農業部門から都市部門への移民の誘因を説明する際の労働

市場に関する仮説をヘクシャー ・オ リーンモデルに組み込むことである。この

場合,最 低賃金は都市部門においてのみ制度化されており,そ れによって生ず

る失業も都市部門にのみ存在するものと想定される。最低賃金を導入するもう

一っの流れは,Brecher(1974)に よって考察されたもので,経 済全体,す なわ

ち,両 部門において同一の最低賃金の成立 している状況を扱ったものである。

本稿は,ま ず,ハ リス ・トダロに従った研究の流れを簡単に整理 した上で,

ブリーチャーのように経済全体に最低賃金(賃 金の下方硬直性)を 二部門分析

に導入する場合には,ヘ クシャー ・オ リーンモデルは重大な欠点を有 しており,

その欠点を克服するためには二財三要素を仮定する特殊要素モデルが望ましい
よ

ことを明 らかにする。その欠点とは,世 界価格を所与として行動する小国の場

合,経 済全体への最低賃金の導入は経済を資本集約的技術を用いる産業に完全

特化させて しまうことである。モデル自体の性質として完全特化が起こるのは

分析用臭としては好ましいことではない。特殊要素モデルは,こ の欠点を解消

し,か つ,経 済的に意味のある比較静学分析を可能にすることが示される。

2.ハ リス ・ トダ ロモデ ル

ハ リス ・トダロは,発 展途上国における農村か ら都市への移民を説明す るた

o
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め,二 部門分析を用いた。農村では,農 産物が労働 と資本,さ らに土地の三生

産要素を用いて生産が行われ,都 市では工業製品が労働 と資本を用いて生産さ

れると想定された。資本はそれぞれの部門に特殊な要素で農村と都市の間を移

動することはないと仮定された。両部門で共通に生産に用いられる要素は労働

のみであったq

ハ リス ・トダロはさらに,都 布においては農村における労働の価値限界生産

、

力を上回る最低賃金が外生的に設定されると想定 した。 したがって,農 村にお

ける労働者はより高い賃金を求めて都市へと移動す ることになる。都市の最低

賃金に雇用される確率を乗 じたものが農村における労働の価値限界生産性 と等

しくなる時,移 民は止むという想定であった。このモデルは,都 市における失

業は均衡においても存在 しており比較静学分析によりさまざまな外生変数の変

化の失業に対する影響を考察することを可能とした。おそらく,モ デルの繰作

の容易さとともに,均 衡分析の中で失業を扱い得る点が,そ の後,こ のモデル

が複数の分野の経済学者によって拡張,研 究されて来た一つの要因であろう2)。

ヘクシャー ・オリーンモデルとの関係で重要なハ リス ・トダロモデルの拡張

は,CordenandFindlay(1975)に よってなされた。彼 らは,ハ リス ・トダロ

の論文そは,資 本は各部門に特殊なもので部門間を移動 しないとされていた仮'

定を緩め,資 本 も両産業間を限界生産力の差に応 じて移動するとした。さらに,

農村部門における土地の役割を捨象し,ヘ クシャー ・オリーンモデル同様二財

二要素モデルを採用 した。財の相対価格は小国の仮定により所与とされ,労 働

市場の均衡条件式をハ リス ・トダロの仮説に従 うものとした上で,比 較静学分

析が行われた。都市部門の生産は,農 村部門のそれよりも,資 本集約的である

という仮定の下にい くつかの逆説的結果が導かれた。例えば,資 本賦存量の増

加は都市部の失業を増大 させ るとか,最 低賃金の導入は都市部門の生産と雇用

を増加 させるといったものである。

ヘクシャー ・オ リーンモデルにハ リス・トダロの労働市場の均衡条件を仮定

す るモデルは,最 近,Neary(1981)に よってさらにその動学的安定条件が研

2)主 に,経 済発展論と国際貿易論。
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究された。労働は,都 市における期待賃金率(最 低賃金に雇用される確率を乗

じたもの)と 農村における賃金率の差に応 じて移動 し,資 本は都市と農村の レ

ンタル料の差によって移動するという動学的想定がなされた。ニアリによると,

不完全特化の均衡が存在するならば,そ の均衡の安定性のための必要十分条件

は,都 市部門における労働者一人当りの資本が(労 働者数には都市で失業 して

いる者も含む),農 村におけるそれよりも大 きい事である。逆に言 うと,都 市

部門の生産が農村部門と比べて労働集約的な技術を用いて行われるなら,す べ

ての労働 と資本は都市部門に吸収され,経 済は都市部門における生産活動に完

全特化することになる。ニアリ自身も論文の中で述べているように,モ デルの

安定性が要素集約度に依存するのは好ま しいことではない。我々は,先 験的に

特定の産業が他の産業 と比べて特定の要素を集約的に用いると信 じる理由を持

っていないので,理 論モデルが具体的な問題に適応される以前にその適用範囲

を狭めるような条件に制約されるのは好ましくない。ニァ リは,制 約的な安定

条件の出て くる原因を,賃 金の下方硬直性という短期的仮定と資本の完全な部

門間移動という長期的仮定と同時に用いることに求めた。 しか しながら,安 定

条件の制約性は二財二要素というモデルの形態にも依存 しているのである。

先に述べた通り,元 々のハ リス ・トダロの分析では,農 業部門の生産には土

地も生産要素として含む二財三要素モデルであっ'た。ニァ リは二財二要素のヘ

クシャー ・オ リーンモデルの小国の場合にハ リス ・トダロの労働市場の仮説を

応用 して安定条件を導いたのであった。ハ リス ・トダロの最初の特定化に忠実

な形で資本の部門間移動を想定 した場合,安 定条件はどのようになるのだろう。

この当然の疑問に対 してニアリは,「農業における第三の稀少な要素一土地一

の導入は分析を非常に複雑にし,簡単で明確な結果を導 くのは不可能である。」3)

と述べている。Funatsu(1985)は ニアリの この主張は必ず しも正 しくないこ

とを証明 した。農業部門における土地の生産要素としての役割を明示的に導入

するとモデルは二財二要素の場合と比べてより安定的になるのである。その場

合,ニ アリの安定条件は十分条件に過ぎず,必 要条件ではない。この生産要素

3)Neary(1981),p.231。
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の部門間移動における安定性の観点か らくる二財三要素モデルの二財二要素モ

デルに対する優越性は,次 に述べ る最低賃金が経済全体(両 部門)に 課せ られ

ている場合により明確となる。

3.ブ リー チ ャー モデ ル

ヘクシャー ・オ リーンモデルにおいて,経 済全体に最低賃金が課せ られてい

るモデルを研究 したのはBrecher(1974)で あった。このモデルの一つの欠点

は,小 国の場合には経済は完全特化 して しまうことである。ブリーチャーの論

文では必ず しも明確でないこの点をモデルを明示 して説明 してみよう。

まず,経 済は二財XとYを,労 働Lと 資本 κ という二生産要素を用いて ・

生産するものとする。

x=F(Lx,κx),

y=σ(ゐ γ,κ γ).

(3-1)

(3-2)

生産関数は一次同次であり,二 階連続微分可能とする。労働と資本の限界生

意力は正で 房∫,(射(ゴ,ブ=ム κ)は 二階の偏微係数を表わす ものとする。

その符号については次の通 りであると仮定する。

戸ゴ∫,Gfゴ>Oifゴ ≠ 」㌧

F`∫,G∫,<oif6=.《

γ 財をニュメレールとすると,完 全競争は次の限界条件を要請する。

ω=PF乙(Lx,Kx),

ω=G乙(Ly,Ky),

7x=PFκ(Lx,κx),

7y=Gκ(ゐr,κY)。

(3-3)

(3-4)

(3-5)

(3-6)

但 し,勿 は最低賃金の水準,プ は資本の レンタル料,Pは 相対価格を表わす

ものとする。
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(3-3)式 と(3-4)式 か ら,X部 門,y部 門 におけ る労働 需要 を最低賃金 と

各部門の資本量の関数 と して書 くことがで きる。

Lx=φ ∫(ω,κx,P),(3-3")

Ly=φ ツ(ω,κy)。(3-4')

(3-3')式 と(3-4')式 を それ ぞれ(3-5)式 と(3-6)式 に 代 入す ると次の

よ うになる。

7x=PFκ[φ ∫(勿,κx,P),κx],(3-5')

7y=Gκ[φy(勿,κy),1(y].(3-6')

小 国 の仮 定の下 ではPは 所与 とされ る。 さらに最低賃金 水準 ω は経済外 の

要因で与え られてい る。今,各 部 門にお ける資本 とその価格 であ るレンタル料

との関係を調べてみ る。(3-5')の 両 辺をKxで 偏 微分す ると,

舞 一P(翫 慕 喩)一 鑑(恥 翫 一翫 娠)

とな る。生産関数の一次同次性か ら右辺の カッコ内はゼ ロであ るか ら,X産 業

で用 られ る資本量の変化 は,財 の価格 と賃金水準が与え られて いる場合,資 本

の 限界生産力 に何 ら影響 を与えな いことが わか る。同 じ関係 はY部 門にっ いて

も成立 して いる。

さて,完 全競争の下で は,産 業への 自由な参入,退 出に よって利潤 はゼ ロと

なり,生 産物の価格 は限界費用ばか りでな く,平 均費用 とも等 しくな る。0々 ゴ

を 々産業の生産一単位当 りに投入 され る ブ生産要素の量 とす る。但 しん=X,乳

ノ=五,Kで あ る。

ωOXL(zo,7x)+7xOXK(ω,7x)=2〔),(3-7)

ωαY乙(zo,7γ)+7}.αyκ(zo,7Y)=1.(3-8)

双対 アプ ロニ チ(dualapproach)に 従 って(3-7)式 と(3-8)式 の 関係を

要素価格 ω と7の 平面 に描 くと図1の よ うになる。CxとCγ は,等 費 用 曲線
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7

7*

γx

7Y

ω* ω ω

図1

と呼ばれ,そ れぞれ,所 与の生産物価格の下で,利 潤ゼロとなる平均費用を

達成するための賃金 勿 と資本の レンタル プのさまざまな組み合せを表わして

いる。等費用曲線より上の領域では,所 与の価格の下では損失の発生するωと

7の 水準であ り,逆 に下の領域では正の利潤が発生する。また,等 費用曲線の

傾きの絶対値は,生 産要素の投入量の比率を表わす4)。図1で1ま,κ 産業が ッ

産業と比べて資本集約的技術を用いている場合が描かれている。唱そ して,二 つ

の等費用曲線が一度 しか交わ らないことは要素集約度の逆転はないことを意味

している。ω*とr*は 最低賃金のない場合,完 全雇用を達成し,両 産業間を

労働,資 本とも移動せず,新 規参入,産 業か らの退出もおこらない均衡状態を

示 している。

さて,図1か ら明 らかな通り,最 低賃金 ωが完全雇用を達成する ω*以 上

の 水準に設定されると,参 入 ・退出の自由な完全競争の下では両産業における

資本の レンタルに乖離が生ずる。資本集約的技術を用いるX産 業では相対的に

平均費用に占める労働費用の比率が低いため,割 高な賃金水準の下でも,労 働

集約的γ産業よりも高い資本 レンタルを支払うことができる。この結果,資 本

4)Varian(1984),p.69-70を 参照d
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の保有者は,よ り高い収益を生むX産 業へ γ産業か ら資本を移すであろう。

この資本移動のプロセスはどこまで続 くであろうか。先に示 したように,ブ リ

ーチャーモデルでは,財 の価格 と賃金水準の与えられた場合,資 本の追加的投

入は資本の限界生産力を変化 させない。したがって,Y産 業の資本はすべてX

産業へと移動 し,経 済はX財 生産に完全特化 してしまうのである。

4.特 殊要素 モデル

本節では,経 済全体に最低賃金の課せられている場合,2財3要 素モデルで

は,労 働の不完全雇用状態においても,不 完全特化の均衡は存在 し,さ らにそ

の均衡は要素集約度に関係な く安定的であることを示す。また,比 較静学分析

により,さ まざまな外生変数の変化の雇用水準に対する影響が考察される。

4-1モ デ ル

ブリーチャーモデルとは異なり,X産 業の生産には,労 働,資 本の他に土地

が用いられるものとする。γ産業の生産は,労 働 と資本によって行われるも

のとする。すなわち,土 地はX財 生産のみに用いられる特殊要素である。

τxをX産 業で用いられる土地の量とし,他 の記号は前節と同 じとすると,

生産関数は次のように書ける。

x』F(Lx,κx,τx),

y=G(乙 γ,κ の.

(4-1)

(4-2)

生産関数は一次同次であり,2階 連続微分可能とする。各限界生産力は正,

2階 の偏微係数は以前と同様に仮定される。

Fゴ ゴ<oifゴ=ゴ,

{Fゴゴ>oifゴ ≒ ブ,ゴ,ブ=L,κ,τ.

完全競争の下では,企 業の利潤極大化行動により,生 産要素の価格はその限

界生産力と等 しくなる。

zo=PF乙(Lx,1(x,7「x)(4-3)
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涜》=GL(Ly,Ky),

プ戸PFκ(乙x,κx,7」x),

7y=Gκ(Lγ,κy),

4=PFT(Lx,1(x,7'x).

121

(4-4)

(4-5)

(4-6)

(4-7)

但 し,こ こで αは地代を表わす。

この経済における資本 と土地の賦存量は κ と τ で与え られており,常 に

完全雇用されるものとする。

κx+κy=κ,

7「x=7.

(4-8).

(4-9)

このモデルにおける均衡は,X産 業 と γ 産業における資本の レンタルが等

しくなった時に達成 される。両部門に対する資本の配分が決定されると,両 部

門における労働の雇用量は,(4-3)式 と(4-4)式 によって決定される。そ して,

資本と労働の投入量が決定されると生産関数によって両財の生産量が決定され

る。ブリーチャーモデルの欠点は,7x=グyと いう均衡は存在せず,資 本がす

べて資本集約財産業に移動 してしまうことであった。特殊要素モデルの場合,

ヘクシャー ・オ リーンモデルと異なり,X財 生産には土地が用いられ,か つ,

土地の賦存量は限られているため,資 本のX産 業における追加的投入は,そ の

限界生産力を逓減させることになる。これを数式でチェックしてみよう。

4-2不 完全特化均衡

まず(4-3)式 から,労 働の需要関数を作る。その際7xは(4-9)式 より7

に置き換えてお く。

Lx=φx(P,あ,1(x,7「)(4-10)

この関数の偏微係数を調べてお く。

・多≡募 一一読 … φ毒蕩 一読 …
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φ鮎一舞 一一舞 … φ多一募 一舞 ・…

(4-10)式 を(4-5)式 に代入す る。 この際 にも,7'xは τ で置 き換え る。す る

と,7xは 飾 と他 の外生変数 との関数 になる。

7x=PFκ[φ ∬(P,勿,Kx,T),κx,7]=ψ(κ 歯)

(4-5')を κxで 微分す ると,

匹 無 一既 舞 卿 解一叢 嚥 翫 一翫 転)

(4-5')

を得る。隼産関数に課した2階 の偏微係数の符号条件 と一次同次の仮定から,

F盆FLL-F枇FLガ1さ 正であるこ之がわかる5)。したがって,∂7x/∂κxの 符

号は負である。すなわち,財 の価格,賃 金の水準,土 地の投入量が与えられた

下での資本のX産 業への追加的投入は資本の限界生産力を減少させるのである。

この性質はこのモデルにおける不完全特化均衡の存在を保障するに十分である。

図2を 見てみよう。右のグラフにほ前節同様,賃 金とレンタルの水準を測る平

面にy産 業の等費用曲線が描かれている。左の図では,横 軸に この経済の資

本の賦存量が測 られている。左の縦軸は,X産 業における資本の レンタルを測

り,左 の原点から右へ行 くに従ってX産 業で使用される資本量が測 られている。

逆に,・右の縦軸はy産 業の資本のレンタルを測っており,右 の原点か ら左へ動

くにつれてr産 業で用いられる資本量は増えることを示 している。

Y産 業においては,・ブリーチャーモデルと同じく,資 本の レンタルは,賃 金

水準と等費用曲線から決定される。その水準をr*と すると 声 はγ産業で用

5)一 次同次の仮定より,

FLムFLKFムT

FκムFKKFκT=0.

FπF7κFπ

展開すると

,翫 飯 ・一・漁 一篶(FLムFTκ 一FπFム κ)愕(恥 耽 一配 醜)…



最低賃金と二部門分析 123

7x

σ(κx)

プ*

惣

CY

oκ 憂 κ。 κγoκ γ 易 砂

図2

いられる資本量には依存 しないので水平な直線に描かれる。すでに示 した通り

Ψ'く0で あるか ら,不 完全特化均衡の存在条件は次の通 りである。

ψ(K)く 声く1imΨ
κX.0'

すなわち,経 済全体の資本賦存量がすべてX財 生産で用いられた時のX産 業

の資本 レンタルが7*よ り小さく,X産 業の資本量を無限にゼロに近づけた時

の レンタルが7*よ り大 きい場合に不完全特化の均衡は一意的に存在する。

-4-3安 定 性

不完全特化の均衡が存在すると,そ の均衡が安定的であることは容易に確め

られる。両部門間の資本の移動は両部門の レンタルの差に応 じて起ると想定す

ると,次 のような調整メカニズムを書 くことができる。

誓 一・[晒]・(・-11)

但 し,α は調整速度を表わす係数である。これまでの議論から明らかな通り,

7xは κxの 減少関数であり,7rは 資本量の変化に影響されず,他 のパラメ

ータの値によって決まるか ら(4-11)式 の右辺をKxで 微分すると負となる。

したがって均衡は安定的である。

4-4比 較 静 学

次に,不 完全特化均衡の存在を仮定 した上で,モ デルにおける外生変数の変
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化 の内生変 数に対す る効果 を考察 してみよ う。外生変数 は,経 済 における資本

の賦存 量 κ,土 地 の賦存量 τ,世 界市場 で決定 される財 の相対価格P,そ し

て最低賃金 の水準 ω である。モデルには,9個 の 内生変数が ある;ゐx,1職,

7x,Lア,κr,X,y,7,σ 。 この うち,7'xは(4-9)式 か ら7に 常 に等 しい。

Xと γ は,生 産関数によ って,五x,κx,LY,κYの 値 に従 属 して決 まる。さ

らに,rと σ も,そ'れ らの値 に従 属 して決 ま る。 したが って,我 々は,ま ず,

外 生変数の 五z、κx,ゐy,κyに 対す る効果を分析す ることによ って他 の内生変

数への影響を分析で きる。

(4-5)式 と(4-6)式 に おいて η=な とおいた均衡 条件 式 と,(4-3)式,(4-4)

式,さ らに(4-8)式 の4本 の式か ら,Lx,κx,Lr,κyの4つ の変数 の均衡値

を求め ることがで きる。4本 の式を全微分す ることに よって,次 の方程式体系

を得 る。

PFL乙PFム κ004Lx

OOGL乙OLκ4κx

PFKゐPFκ κ 一 σκ乙 一 σκκ4Lr

O1014κy

4ω 一FL4P-PFL74τ

痂

一Fκ4P-1)F
κT47

4π

クラメールの公式によつて・連立方程式を外生変数の変化分についてそれぞれ

解 くと表1に まとめられている結論を得る。表に示されている通り,最 低賃金

表1

dLx dKx dLy dκy

一

dK 0 0
Ly

瓦
1

d7 十 十 一 『

莇
十

ヴ

十

ヴ

一

ヴ

『

ザ

dP 十 十 一 一

但 し,ガ は,「X産 業がy産 業よりも資本集約的で

ある」ことが符号成立のための十分条件であることを表わす。



最低賃金と二部門分析 125

の変化を除 くと,内 生変数の変化の方向は,他 の条件によることな く決定され

る。

表1の 結果に基づいて,(4-1)式,(4-2)式,(4-5)式,(4-7)式 を用いる

ことにより,さ らに,瓦y財,α の外生変数への影響を見ることができる。ま

た,五 を経済全体の雇用量を表わすものとして,そ れへの外生変数の変化の影

響をも見る。結果は表2に まとめられている。

4-4-1資 本 蓄 積

このモデルでは,資 本の賦存量が増加す ると,そ れはすべてY産 業で用い

られる。その資本増加に見合う労働力が失業のプールか ら雇用される。 したが

って経済全体の雇用量は増加する。資本の レンタル,地 代には影響を及ぼさな

い。この一見奇妙な結果は,す でに示 したように,y産 業においては資本の追

加的投入は,そ の レンタル料を低下させないことに依存 している。X産 業では,

資本の追加的投入はその限界生産力を低下させより低い レンタル料しか支払わ

ないたあ,資 本家は,Y産 業にのみ投資す るであろう。この結果は経済発展論

に対する一つの含意を持つか もしれない。余剰労働力の存在する経済において,

土地という特殊要素の存在によって投資の効率の低下していく第一次産業より

は,そ のような制約のない第二次産業に資本を投下することが望ましいと言え

るかもしれない。

表2

α dY dr 吻 dL

譲 0 十 0 0 十

d『 十 一
0 0 琢

痂 ? 一 一
十

雄
?

4P 十 一 十 十
一

ヴ

但し,びアは符号決定のために 「X産 業がy産 業よ

りも資本集約的である」ことが必要十分条件 となるこ

とを,ザ は十分条件 となることをそれぞれ示す。
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4-4-2特 殊要素の増加

利用可能な土地の面積が増加 したなら,X産 業の生産は増え,y産 業の生産

は減少する。これは,土 地の増加がX産 業 における資本の限界生産のスケジ

ュールを上方にシフトさせ(図2に おいて),よ り多 くの資本がX産 業の生産

に配分 されるためである。したがって,雇 用はX産 業で増加 し,y産 業では

下落す る。経済全体で雇用が減少するための必要十分条件はX産 業がy産 業

と比べて資本集約的なことである。この結果もこのモデルの性質 として興味深

いものである。この小論では,一 つの例 として特殊要素を土地 として議論 して

きたが,特 殊要素にはさまざまなものが考えられる。例えば,X産 業をハ イテ

ク産業と考え,そ こでは高学歴を持つ人的資本が不可欠だとしよう。y産 業を

伝統的工業部門とすると,こ のモデルは人的資本(高 学歴を持つ技術者)の 増

加は必ず しも雇用情勢を改善 しないことを予測する。ハイテク産業が伝統的工

業部門よりも資本集約的であれば,失 業者の数は増えるのである。

4-4-・3最 低 賃 金

最低賃金の引き上げは,も し,X産 業がy産 業 よりも資本集約的であるな

らば,X産 業の生産を拡大 し,y産 業の生産を縮小する。但 し,X産 業が労働

集約的な場合にははっきりしたことは言えなくなる。雇用に関する影響におい
　

てきわめて逆説的なのは,最 低賃金を引き上げることによって経済全体の雇用

量が増加する可能性が小さいなが らも存在することである。最低賃金上昇の直

接の効果はもちろん両部門における雇用の減少であるが,最 終的な均衡におい

て労働集約産業に資本がより多く配分される場合に・は,全 体として雇用の増加

する可能性がある。

所得分配の観点か ら最低賃金の引き上げを考えてみると,資 本の保有者は必

ず これに反対するであろう。というのは,要 素集約度の条件に関係なく,最 低

賃金の引き上げは資本の レンタル料を引き下げるからである。これに対 して特

殊要素の保有者である地主は,X産 業が資本集約的である場合には最低賃金の

引き上げは地代を上昇させるので,こ れに賛成するであろう。
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4-4-4相 対価格の変化

X財 の相対価格が上昇するとX財 の生産は増加 し,y財 の生産は減少する。

したがってこのモデルでは価格と産出量の関係は正常であり,供 給の法則が成

立 している。雇用 も,X産 業において増加 し,y産 業において減少するが,全

体として増加するかどうかははっきりしない。X産 業がy産 業 よりも資本集

約的である場合には全体として雇用は減少するが逆の場合(X産 業の労働集約

的)に 雇用が増加するとは限 らない。生産要素価格への影響については,X財

価格の上昇は必ず資本の レンタルと地代を上昇させる。

5.お わ り に

本稿では,国 際貿易の理論的研究の中で,最 低資金を二部門分析に導入する

これまでの試みを簡単に振 り返 った上で,そ の問題点を明 らかに し,さ らに,

その問題点を克服することのできるモデルの性質を調べた。経済全体に最低賃

金の適用される場合,ヘ クシャー ・オリーンモデルの2財2生 産要素という生

産サイ ドの構造は,所 与の価格の下で,経 済を資本集約財産業に完全特化させ

て しまうことが説明された。この問題は,2財3生 産要素の特殊要素モデルで

は解消され,不 完全特化の均衡 も存在 し,か つ,そ の均衡は安定的であること
●

が示された。さらに,比 較静学分析は,こ のモデルの興味あるいくつかの性質

を明らかに じた。資本蓄積はすべて特殊要素を用いる産業に吸収されて しまう

こと,特 殊要素の賦存量の増大は,両 産業の要素集約度の相違によって雇用量

を下げる可能性のあること,最 低賃金の引き上げが雇用を増大 させるような逆

説的な可能性が存在することなどである。

今後,本 稿の研究は次のような方向に拡張されていくべ きである。第一に,

本稿のモデルでは一方の産業においてのみ特殊要素が用いられると想定されて

いたが,こ れを両産業において用いられると変えたモデルを研究 してみる必要

がある。すなわち,最 近,JonesandEaston(1983),Suzuki(1985)ら によっ

て研究されている2財3要 素モデルに最低賃金を導入 してみることである。「こ

のようなモデルの一つの興味深い性質はすでにBrecher(均81)に よって明ら
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かにされているが,モ デルのすべての性質が解 明されているわけではない。

第2と しては,最 低賃金制度 という外生的要因によって想定されていた賃金

の下方硬直性を内生的に決定されるようなモデルを考えてみることである。こ

のためには,労 働者の行動を ミクロ経済学的に定式化する必要がある。Calvo

(1978)の 労働組合による賃金決定モデル,暗 黙の労働契約モデルは,そ のよ

うな方向への出発点 と基礎を与えるであろう。

第3と しては,小 国の仮定をはず して,2国 モデルで,最 低賃金の問題を考

えてみることである。この場合,.当 然,需 要サイ ドを定式化する必要があるの

で,モ デルは多少複雑になる。また,現 実の世界における国際間の資本の自由

化を考慮すると,二 国間を資本が移動することも仮定すべきであろう。

以上の3つ の点の他にも,検 討すべき課題は多い。 しか し,先 進国における

保護主義の台頭が顕著な今 日,ま た,「 自由貿易は神話」であるという懐疑主義

が勢力を伸長 しっっある今日,国 際経済学者が,雇 用と貿易との関係を冷静に

考えるための思考の枠組みを探究することは重要な知的営みと筆者は考える。
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